
米国エンジニアリング＆コンストラクション業界に 
おける人材獲得・育成
近年の堅調な成長を十分に生かすために、米国エンジニアリング＆コンストラクション業界の企業は 
タレントマネジメント戦略を編み出し、人材誘致と離職防止を図る必要がある
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はじめに

建設業界の雇用者数と建設投資額は今後数年間にわたって急速に伸
びることが予想されている。建設業の雇用者数は2024年6月に820
万人に達し、ピークであった2006年の770万人を上回った 1。建設
業の雇用者数は、2019年から2023年にかけて年率1.4%で増加し、
同期間における全業界の雇用者数の増加率0.5%を上回る伸びを記
録した 2。建設投資額は過去2年間で約11%増と急増しており、
2024年5月のインフラ投資額は前年比で8%以上、製造投資額は前
年比で20%の増加となっている（図1）3。2024年6月のDodge 
Momentum Index（DMI）*は前月比で10%上昇し、今後1年間の
勢いは堅調であろうことを示唆している4。

この成長機運は今後数年間続くと予想される。米国労働統計局は、
2022年から2032年にかけて、建築とエンジニアリング職の求人数
は平均188,000人になると予測している5。この予測を分析すると、
同期間において、建設関連の技能者、職工、電子技師や、設置・保守・
修理の担当者といった役割の求人が最も大きく伸びていることがわか
る6。さらに、最近の3つの法律 （インフラ投資雇用法（IIJA）、インフレ
抑制法（IRA）、半導体生産向け支援インセンティブ制度（CHIPS）） に
よってインフラや半導体製造の新規プロジェクトが増加し、それがこの
求人数の伸びにつながっている。

Taking charge: Manufacturers 
support growth with active 
workforce strategies
Deloitte Research Center for Energy & Industries
は米国の製造業における成長維持のための人材戦略に関す
るレポートを公開しています。詳細は青字の見出しをクリック
してください。

*編者注：Dodge Construction社が発行する非住宅建設プロジェクトの初期報告の月次指標であり、
将来の建設活動を予測するための先行指標として広く利用されている。

しかし、こうした成長にもかかわらず、求人数が現在稼働できる労働
者数を上回り続けているため、業界は慢性的な人材不足に直面して
いる7。従業員の高齢化、若い労働者の関心の低下、他業界との競争
が、この人材不足の一因となっている8。さらに、エンジニアリング＆コ
ンストラクション（以下、「E&C」）業界の人材に求められるスキルは高
度化している。新たなテクノロジー、クライアントの期待、およびプロ
ジェクトの複雑性に応じた、デジタル・テクノロジー・マネジメントと
いった面での、またソフト面の各種スキルが求められるからである。こ
うしたギャップは、E&C企業が昨今の市場の成長を十分に生かすこと
ができるかに影響するであろう。

人材の獲得・開発には、以下の3つのアプローチが考えられる。これ
らを組み合わせることで、E&C企業は、将来に備えながらも、現在の
人材不足・スキルギャップを埋めることができる。

01. 既存の人材へ投資しつつ、視野を広げて多様な人材を新たに発掘

02. 変化する人材ニーズを満たすために組織文化の変革を促進

03. 労働生産性・ケイパビリティを向上させる新しいテクノロジーの探
求と活用

組織にとって重要なポイントは、今日直面している人材不足の要因を
把握したうえ、テクノロジー・自動化だけでなく人材に対するニーズ発
展に伴う仕事上の変化が人材不足に与える影響を理解することである。

https://www2.deloitte.com/us/en/insights/industry/manufacturing/supporting-us-manufacturing-growth-amid-workforce-challenges.html
https://www2.deloitte.com/us/en/insights/industry/manufacturing/supporting-us-manufacturing-growth-amid-workforce-challenges.html
https://www2.deloitte.com/us/en/insights/industry/manufacturing/supporting-us-manufacturing-growth-amid-workforce-challenges.html
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図1
米国の建設投資額は直近2年間で大幅に増加している

サブセクター別非住宅建設投資額（単位：10億ドル）

脚注：「商業」には、宿泊施設、事務所、商業施設が含まれる。「その他」には、医療機関、宗教団体、教育機関、公共安全、娯楽、レクリエーションのた
めの施設が含まれる。「インフラ」には、交通機関、情報通信基盤、電力関連施設、高速道路や一般道路、下水道と廃棄物処理施設、上水道、保全・開
発施設が含まれる。

出所：米国国勢調査局のデータに基づくデロイトの分析
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図2
米国の建設業界の求人数は2024年2月に過去20年間におけるピークに達した

米国の建設業界の求人数（単位：千件）

出所：米国労働統計局のデータに基づくデロイトの分析

雇用の増加は業界の好調な成長を示す指標だが、適切なスキルを持
つ人材の補充が難しくなっていることも示している。特に、求人件数が
求職者数を上回っている場合は難しい。最近のある調査では、企業幹
部の80%以上が、欠員を埋めるのに苦労していると回答している9。

人材不足は拡大し続けている。この人材不足問題は人材獲得に影響
を与えている。2024年2月末において、456,000件の建設関連求人
が未充足となっており、これは過去20年間で最も多い（図2）10。同月
はまた、総離職率も4.5%と高かった 11。これは、既に開始している米
国の建設プロジェクトにとって危険な状況をもたらしかねない。

高度なスキルを要する求人の充足が難しくなっている。E&C業務の大
部分は今でも、業界のノウハウと専門知識を要する高度なスキルを
持った人材が必要であり、そのニーズは高まり続けている。例えば、金
属加工の技能者に対する需要は2019年以降40%以上増加しており、
これはインフラ関連のプロジェクトにおいて労働者需要が増加してい
ることが要因と考えられる12。
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求められるスキルが高度化し、人材探しが複雑になる。企業はテクノ
ロジーへの投資や革新を進めるにつれて、それをスキル要件に反映し、
一部の役職を設計し直さなければならなくなる13。世界経済フォーラ
ムの「仕事の未来レポート2023」によると、インフラで現在必要とさ
れているスキルの44%は今後5年間で高度化する可能性が高い14。
最近のある調査では、建設業界の回答者の91%が、従業員が社内で
成功するためにはデジタルスキルを身につけることがますます必要に
なると回答しており、デジタルスキルの必要性が明確になった 15。

 • スキルの変化に及ぼすテクノロジーの影響：建設企業は、業務の
効率化に向けて新しいテクノロジーに投資するようになるにつれ、
デジタルスキルを持つ応募者をさらに求めるようになっている （図
3）。例えば、クラウドコンピューティングのスキルに対する需要 16は、
2019年から2023年にかけて15%近く増加し、ソフトウェア開発ス
キルに対する需要も同期間に13%近く増加した 17。一方、数学関連
のスキルの需要も11%近く増加しており、プロジェクトの計画と実
施におけるデータモデリングと高度なアナリティクスへの依存度が
高まっていることを示している18。

 • デジタルワークプレイスにおけるソフトスキルの重要性の高まり：
デジタルスキルの重要性は多くの場面で高まっているが、ソフトスキ
ルの需要も建設業界ではさらに高まっている。顧客の要件の変化に
よってプロジェクトを予定通りに予算内で完了させるプレッシャーが
強まっているからである。特に、人材管理と経営管理のスキルは、
2019年以降、それぞれ77%と41%の大幅な伸びを示している19。
サプライヤー管理スキルやソーシャルスキルの需要は、それぞれ
20%と11%増加し、建設プロジェクトがますます複雑化する中で、
効果的なステークホルダー管理が重要視されてきていることを示し
ている20。

 • 従業員の高齢化と一部の若年労働者における関心の低さが、人材
不足の悪化を招いている。2023年の55歳以上の建設労働者の割
合は22%であり、2003年の11.5%からほぼ倍増した 21。さらに、
一部の若者が建設業務に関心を持たないという傾向があるため、
従業員が若手人材を育成せずに退職するたびに、スキルギャップや
重要なスキルの喪失を招く可能性がある22。
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2019年から2023年までの間で最も急速に成長している主要スキルカテゴリーの年平均成長率

主要スキルカテゴリー別の具体的なスキルの例

エンジニアリング計器、
科学計器、技術計器

数値流体力学

ソフトウェア開発ツール

スマートビルディング

図3
建設業界では、デジタルスキル、ソフトスキル、高度な技術スキルというスキルセットに対する需要がここ数年間で増加している

　ソフトスキル　　　高度な技術スキル　　　デジタルスキル

出所：米国労働統計局のデータに基づくデロイトの分析
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課題解決に向けた対応の方向性

いまだ続く人材不足を解消するためには、入社一時金やアウトソーシ
ングなどの目先の解決策にとどまらない努力が必要になる。企業は、
自社の従業員に対して明るい雇用の未来を切り開いたり、その実現に
向けて影響を与えたりするような積極的なアプローチをとるべきであ
る。しかし、E&C企業の経営幹部はこうした人材不足を解消する戦略
を考案するために、人材とどのように積極的に関わることができるの
だろうか。デロイトの調査では、人材管理のライフサイクル全体をカ
バーする複数の戦略的アプローチを見つけている。そのようなアプ
ローチを組み合わせることで、経営幹部は将来のアジャイルな人材（変
化に迅速に対応し柔軟に働ける集団）を育成することができるだろう。

01． 既存の人材へ投資しつつ、視野を広げて多様な人材を 
新たに発掘

A. 包括的な福利厚生と競争力のある賃金は適切な指標になりう
る。高い報酬や入社一時金の提供は、人材を引き付けるのに
効果的である。建設業界は競争力のある報酬を提示してその
他の福利厚生も整えているため、賃金は他の競合業界と比較
して過去5年間で大幅な上昇を見せている（図4）23。しかし、
建設業界は他の業界と同じ人材プールをめぐって激しく競争し
ている24。この事実は、E&C企業が賃金以外に焦点を当て、
安全性、柔軟性、キャリア開発など、労働者のエクスペリエン
スにおいてさらに広範な側面に目を向けることがますます重
要になってくることを示している。

B. 現在の従業員のスキルアップを図り、欠員を充足する。ある調
査では、建設業界の回答者の2/3以上が、欠員未充足の理由
として、スキルを満たす適切な候補者がいないからと回答して
いる25。また、同調査では、技能職の職種は他の業務の職種
よりも充足が困難であることも示されている26。現在の従業員
に対してトレーニングや正式な実習プログラムを通じてスキル
を要する職に就かせることは、欠員充足のために役立つだろ
う。2023年の建設業者による技能・専門プログラムへの投資

額は8億米ドルを上回った 27。体験学習プログラムは、従業員
向けの新しいビジネススキルの開発において、経営幹部を支
援するプログラムである。従業員に対して、概念の学習から、
その概念を現実のプロジェクトに応用する方法、そして最終的
には日常業務での新しい知識の実践方法までを取り上げるも
のもある。トレーニングで拡張現実（AR）や仮想現実（VR）を
利用する機会が増える中で、体験学習はスキルアップの可能
性を飛躍的に高める手段となりうる。クロススキリングは、従
業員のスキルセットを開発し、インターナルモビリティを通じて
新たな成長機会を提供する別の方法である。ジョブローテー
ションやクロストレーニングといった取り組みによっても、従業
員は組織内の異なる役割や業務に携わることができる。さら
に、企業は社内での異動希望を募ることで、転職ではなく、組
織内でクロススキルを習得し、新たな役割を検討するよう奨励
することができる。

C. 人材プールを拡大し、人材の多様性を高める。企業は採用計
画における多様性の受容を促進することで、人材の裾野を広
げることができる。さまざまなバックグラウンドや経験（専門分
野での経歴と個人的な経験の両方）に加え多様な視点を持つ
者を候補にすることにより、人材プールを充実させることがで
きる。建設労働者のうち女性の割合はわずか30%であり、最
近のある調査では、建設業者や請負業者のうち、人生のやり
直しを図る「セカンドチャンス」の雇用をすると回答したのは
わずか半分であった 28。これまで顧みられてこなかった層が労
働力として参画することの促進は人材不足の緩和につながる。
労働環境における文化の多様化を進めるには、バックグラウン
ドを問わず全ての従業員への積極的な関与と平等な機会提供
を実現することも重要である。最近のDeloitte Globalの調
査によると、雇用者の社会的影響力や、多様な人材が集うイ
ンクルーシブな環境を作る取り組みに満足している従業員は、
5年以上その組織にとどまることを希望する傾向が強い29。
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02．変化する人材ニーズを満たすために組織文化の変革を促進

A. 急速に変化する市場状況にあわせて、組織文化の変化に遅れ
ずに対応する。2024年末までに、労働人口に占めるZ世代人
口はベビーブーマー世代を上回ると予測される30。Z世代の労
働者は、職場環境や文化に対して異なる期待を抱いており31、
転職を躊躇しない傾向がある32。柔軟な体制と従業員のウェ
ルビーイングを推進し、オープンで透明性のあるコミュニケー
ションチャネルを構築することは、若い従業員のエンゲージメ
ントとモチベーションを維持・向上させることができる33。社
内でのエンゲージメントの高い従業員が新しい仕事を探す可
能性は、そうでない従業員と比較して、半分に留まる34。コミュ
ニケーションチャネルをオープンにしておくことは、円滑な情報
共有を促進するだけでなく、信頼関係を強め、経営幹部のビ
ジョンとの目線合わせを促進することにつながる35。健康、ス
トレス管理、ウェルネス全般に焦点を当てたウェルビーイング
プログラムを実施することは、従業員の離職防止に寄与する
だけでなく、企業が自社の従業員に対してコミットメントを示
し、信頼関係を構築し、ワークライフバランスを実現させること
もできる。

B. 役割にとらわれず、人やスキルを重視する。求められるスキル
が変化してきたことに伴い、一部の企業では、肩書きや正規の

資格ではなく、能力やコンピテンシーを重視した「スキルベー
ス」のアプローチを採用している。これにより、スキルや能力
により適した就職ができるようになってきている36。部署横断
のチームでは、多様なスキルセットとバックグラウンドを持つ
個人が集まり、プロジェクトやイニシアチブに協力して取り組
むことができる。肩書きに基づいて特定の役割をアサインする
のではなく、メンバーのスキルと専門知識に基づいてチームを
構成するのである。スキルベースのアプローチを採用している
企業は、優秀な人材を引き留める可能性が98%高い37。

C. 工事現場の安全を高めることに重点を置く。建設業の身体的
な負担は、疲労やストレスの増加、メンタルヘルスの問題につ
ながる可能性がある。効率的なストレス管理戦略や従業員支
援プログラムは、建設労働者の心身の健康を支えるだけでな
く、生産性を向上させることができる38。最近のあるレポートで
は、組織の安全文化、システム、プロセスを新入社員に周知す
るための包括的なオンボーディング（新人研修）を実施するこ
とで、事故発生率を大幅に削減できることが明らかになった39。
さらに、その人材開発調査によると、建設業者は人材開発へ
の総投資額の60%近くを安全教育とトレーニングに費やして
いる40。労働者や現場の安全に焦点を当てた取り組みを実施
することで、現在の従業員の間に安全文化を醸成し、採用候
補者に対して組織の魅力を強くアピールすることができる。

+19%

+24%

+23%

+24%

+33%

2019 2024

鉱業・伐採

製造

建設

貿易、運輸、公益事業

レジャー・
ホスピタリティ

33.6 39.9

27.7 34.0

30.7 38.2

24.2 30.0

16.6 22.1

図4
建設業界は、過去5年間の大幅な賃金上昇にもかかわらず、人材獲得の激しい競争に直面している

時間給（単位：米ドル）

出所：米国労働統計局
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03． 労働生産性・ケイパビリティを向上させる新しいテクノロジーの
探求と活用

A. テクノロジーに投資して、従業員の生産性を上げる。企業が
テクノロジーを活用する度合いは高まり続けており、特に、新
しい機能の強化・統合のためのプロジェクトマネジメントツー
ルに関してはそれが顕著である。業務効率化やイノベーション
の促進を目指す場合に、さまざまな技術が検討対象になる。
RPAや人工知能などの自動化テクノロジーは、反復作業を合
理化し、従業員が付加価値の高いタスクに集中できるようにす
る。また、リスクの高い作業を自動化することで、従業員が危
険な作業現場に入らなくてすむようにする。このようなテクノ
ロジーの導入により、定年退職の時期を延ばし、職場の健康
対策や安全対策を強化し、さらには従業員の離職率を下げる
ことも可能になる。また、これらの最新技術は生産性を向上
させ、企業が競争力を維持するのに役立つ。E&C企業は、テッ
ク企業やインキュベーターと提携して、デジタルツールやプラッ
トフォームを活用したプロセスの自動化、トレーニングプログ
ラムの充実、従業員の生産性向上を実現できるであろう。

B. エコシステムアプローチを活用して、時代の先を行く。従業員
に関するデロイトの最新調査では、将来を予測して管理しなが
ら、今日の人材問題を克服するのにエコシステムアプローチ
が役立つことを明らかした 41。人材エコシステムには、従来型
の組織はもちろんのこと、人材開発を支援する従来の枠には
まらない組織（教育機関・非営利組織・地域社会の団体・
人材開発機関・行政機関など）も含む。

E&C企業は、キャリア構築プログラムに関して教育機関や政府の労働
者関連機関、失業対策機関と連携している42。また、さまざまなプロ
グラムを開発し、元受刑者の女性、移民、退役軍人といった人材を加
えてプールを拡大している43。学生向けに実習生プログラムやインター
ンシッププログラムを開催し44、学費援助、奨学金、助成金を提供する
ことは、将来の人材プールの開発につながっている45。

エコシステムのアプローチにより、全般的な人材開発への相乗効果が
もたらされる。経験値に焦点を当てたエコシステムアプローチを採用
するには、十分な努力と追加的なリソースが必要である。コミュニティ
に積極的に関わり、エコシステム全体にわたって各組織との関係を構
築するために、社内に選任担当者やチームを設置するという投資も検
討できる。
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持続可能な人材の獲得と能力開発に 
向けて
変化や競争の激しい今日のビジネス環境で組織が存在感を示すため
には、積極的なタレントマネジメントを行う必要がある。多様な人材
の獲得、前向きな企業文化の醸成、クロススキリングによる社内流動
性の実現、戦略的パートナーシップの形成などの戦略を優先すること
で、自社の人材に関する課題に対処し、堅固でレジリエントな人材の
獲得・育成を実現することができる。

企業は、長期的な組織の成長と持続可能性の原動力となる継続的な
学習、イノベーション、成功の文化を醸成することによって、従業員の
活躍を支えることができる。タレントマネジメントとは従業員の採用や
離職防止策の実施だけではない。変化に俊敏に対応でき、適応性が
あり、将来の問題を乗り切る用意ができている人材の獲得と能力開発
を実現するという、組織の将来に向けた投資なのである。
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